
ビジネス法務 2019 年 5 月号／お詫びと訂正 

 

弊誌 2019 年 5 月号に下記の誤りがございました。読者の皆様にご迷惑をおかけいたしまし

たことを謹んでお詫び申し上げるとともに、下記のとおり訂正いたします。 

 

記 

 

■連載 「スッキリわかる 金商法の基礎」 第３回 大量保有報告制度・公開買付制度 

谷澤 進 先生 矢田真貴子 先生  

 

1 点目：88 頁脚注１ 

（誤）｢対象有価証券(金商法 27 条の 23 第 2 項，同施行令 14 条の 4)および対象有価証券に

係る権利を表示するもの(金商法 27 条の 23 第 1 項，2 項，同施行令 14 条の 4 の 2，14 条

の 5 の 2)｣  

 

（正）｢対象有価証券(金商法 27 条の 23 第 2 項，同施行令 14 条の 5 の 2)および対象有価

証券に係る権利を表示するもの(金商法 27 条の 23 第 1 項、同施行令 14 条の 4 の 2)｣ 

 

2 点目：89 頁左段・(イ)本件への当てはめ 

（誤） 

 

 

 

 

 

 

 

（正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

D 社２万株＋A 社２万株 

＋B 社１万株（新株予約権） 

＋B 社 1 万株（消費貸借） 

―――――――――――― 

 発行済株式総数 99 万株 

＋B 社が保有する 

 潜在株式１万株 

     ６万株 

＝ ――――――――― ＝ ６％ 

     100 万株 

D 社２万株＋A 社２万株 

＋B 社１万株 

＋B 社１万株（新株予約権） 

＋B 社 1 万株（消費貸借） 

―――――――――――― 

 発行済株式総数 99 万株 

＋B 社が保有する 

 潜在株式１万株 

      ７万株 

＝ ―――――― ＝ ７％ 

     100 万株 


